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から、社会学的アプローチ (7)や授業研究・教育方法学的アプローチ (8)、教育経営学的アプローチ (9)
等から様々な研究がなされてきた。それらの知見によれば初任者は校内で日々の実践を積み重ねる
中から生じた課題をその都度解決することによって実践的力量を獲得していくのであり、よって
















































ンターネットで取得可能であった 5県の校外研修プログラムの計 43県を分析対象とし、 1県ごとの
校外研修プログラム表を作成して各領域ごとの実施内容を明らかにした。また、上記のプログラム
表から実施内容を半日を単位として A.基礎的素養、 B. 教科指導、 C. 生徒指導、 D. ホームルー
ム経営、 E.特別活動、 F. 課題研究、 G. その他の 7つの領域に帰納的に分類・整理することによ
って、各領域の平均日数および構成比率を明らかにした。
それによると初任者研修校外研修プログラム平均日数は年間 28.7自であり、 A.基礎的素養に関
する研修の平均は日数に換算して 11.8日(構成比率引.5%)、B. 教科指導の平均は 5.65日(同
19.7%)、C.生徒指導 2.3白(同 8.0%)、D.ホームルーム経営 0.4日(同1.4%)、日特別活動 0.73
El (同 2.6%)、F. 課題研究1.65El(同 5.8%)、宿泊研修が内容の大半を占める G. その他は 6.16 
日(向 21.5%)であった(l~)。













が「教科指導j研修をあげている。また B県「平成 13年度初任者研修実施報告書j に掲載されて
いる初任者に対するアンケート(対象 86名)によると、 「特に役に立った研修項目・内容Jとして、
「教科別研修J(75.6%:全プログラム中 l位)、 「充実してほしい研修内容等Jとして、 「教科別





















































業研究jのプロトコルを作成し、前者 281項目、後者 103項目、計 384項目の熟練教師2名の発話を
カテゴ 1)ーごとに分類・分析し、数量的および質的に検討した(17)。分類のカテゴリーは津本和子(18)
を参考にするとともに、 C. i教科内容J""'g. i授業の評価Jまで独自に項目を起こして、下表の 7
つのカテゴリーとそれぞれの下位項目を作成した(表 1J。
[表 l 分類項目)
a. 教師の教授行動 !発問、 2抜書、 3.指示、 4.指名、 5.机間巡視、 6.応答、 7.進め方・工夫、 8.説明
b. 生徒の学習活動 i 応答、 2ノー ト、 3.活動、 4.話し合い、 5.質問、 6.提案、 7.要望、 8.理解
C. 教科内容 i具体的内容、 2.概念、 3.目標-ねらい、 4.進度・学習の順次性
d. 教材-授業の準備 i教材研究、 2授業の準備










a. 教師の教授行動 b. 生徒の学習活動
3 4 6 7 8 a 計 2 4 5 6 8 b 
初任者A 13 4 22 
初任者B 8 3 12 3 3 
初任者C 7 7 20 4 
初任者D 4 6 
初任者E 2 4 8 2 。
初任者F 1 10 3 24 
初任者G 4 13 4 
合計 4 34 。 33 26 4 105 9 2 。。。。2 25 
C. 内容 d. 教材・授業準備 e. 教室の様子 f g 複合 JfI!m仏メロ2入
3 4 C 計 d e 計 f g 複合 計
初任者A 7 12 43 
初任者B 4 6 7 7 4 9 42 
初任者C 4 1 。 42 
初任者D 3 5 13 5 29 
初任者E 4 7 20 12 17 7 60 
初任者F 4 4 4 4 38 
初任者G 3 4 27 
合計 21 16 16 1 70 3 10 15 21 3 13 37 12 12 281 
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a. 教師の教授行動 b. 生徒の学習活動
3 4 6 8 a 4 6 7 
初任者A 10 4 16 
初任者B 1 4 15 
初任者C 4 
初任者D 10 4 16 
初任者F
初任者G 2 4 









C. 内容 d. 教材・授業準備 e. 教室の様子 f g 複合 立b公メ口~ 
3 4 C 計 d 計 e 計 f g 複合 計
初任者A 4 6 。 24 
初任者B 。 。 17 
初任者C 7 。 13 
初任者D 3 。 25 
初任者F 。 1 
初任者G 4 。 13 





















ト、授業の約束事、授業の評価等)を「授業計闘j と f授業実施j に分類区分し、さらに「授業実
施jを教科内容に関わる部分「授業展開jと学習集団のコントロールに関わる部分 fクラスルーム・
マネージメントJに分けて項呂を起こした。次に上記[表 3) (表 5)のもととなる発話プロトコル
を質的に分析・検討して項目内容を作成した。あわせて①吉崎静夫による初任教師の発達課題(19)、
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能である。なお本方法による 1田の授業研究時間は 1"'2時間を想定する (21)。
5.試行による有効性の検討
(1)試行の発話プロトコルの分類および考襲



























































































①年 3@]実施する場合。 rビデオによる授業研究j を3由実施する場合は、まず5丹中旬に基本的
授業スキルを客観的に研究すると共に授業研究方法を学ぶ。次に 9丹下旬に教科内容や生徒の理解
??「 ?
『学校経営研究』第 31巻 2006 
について進度を考慮しながら研究し、 2月中旬に 1年間の授業改善・自らの成長情況について研究す
るといった 3屈の実施が望ましい。
②年 2回実施する場合。 5丹下旬は上記に向じ。 12月中に 2回呂を実施する。それは 6か月間での
自らの成長を客観的・自覚的に検証することを目的とする。











































する実証的研究』昭和 55・56・57年度科学研究費補助金(一般研究 C)研究成果報告書、 1983年3丹、
77頁。
(14) 岸本幸次郎-久高善行編『教師の力量形成』ぎょうせい、 1986年、 130-160頁。
(15) 河合宣孝「高等学校教員初任者研修の改善に関する研究-r授業研究力量j 形成を促進する校
外研修プログラムの開発j筑波大学大学院教育研究科修士論文(未公刊)、 2003年。
(16)平成 14年度 D県初任者研修校外研修プログラム 30日間の内訳は「基礎的素養J1 B、 「教科




















(22) <試行1> 日時:平成 14年 12丹20日(金)、 19時"-'21時 30分
授業者A:K県立X高等学校教論(教員 3年目、 27歳) (教科:英語)
参加者 C:L県立Y高等学校教諭(教員 17年目、 43歳) (教科:英語)
<試行2> 日時:平成 14年 12月24日(火)、 14時 40分"-'16時 40分
授業者B:K県立Z高等学校教諭(教員3年目、 27歳) (教科:英語)
参加者 C:L県立Y高等学校教諭(教員 17年目、 43歳) (教科:英語)
(23) 全発話プロトコルおよびその他の資料については前記注(15)河合宣孝を参照のこと。
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